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開発許可申請の手引き 新旧対照表 

改定後（案） 現行 備考 

様 式 ６（細則要綱様式第３号 細則第３条第５号関係） 様 式 ６（細則要綱様式第３号 細則第３条第５号関係） 手引き 

開発行為許可申請者の資力及び信用に関する申告書 

    年  月  日   

熊本市長（宛） 

申告者 住所（所在地） 

               氏名（名称及び代表者氏名）                    

電話番号 

 

 

都市計画法第３３条第１項第１２号に規定する必要な資力及び信用

について次のとおり申告します。 

設立年月日 年    月    日 
資 本 

金 
千円 

法令による

登 録 等 
 

従 業 員 数 人（うち土木建築関係技術者     人） 

前年度事業

量 
千円 

資産総

額 
千円 

前年度又は

前 年 

の 納 税 額 

法人税又は所得税 

千円 

事業税 

千円 

主たる取引

金 融 機 関 
 

工事管理者の住

所及び氏名 
 

役 

員 

略 

歴 

職   名 氏   名 
年 

齢 

在社

年数 
資格、免許、学歴、その他 

  歳 年  

  歳 年  

  歳 年  

開発行為許可申請者の資力及び信用に関する申告書 

    年  月  日   

熊本市長（宛） 

申告者 住所（所在地） 

               氏名（名称及び代表者氏名）                    

電話番号 

 

 

都市計画法第３３条第１項第１２号に規定する必要な資力及び信

用について次のとおり申告します。 

設立年月日 年    月    日 
資 本 

金 
千円 

法令による

登 録 等 
 

従 業 員 数 人（うち土木建築関係技術者     人） 

前年度事業

量 
千円 

資産総

額 
千円 

前年度又は

前 年 

の 納 税 額 

法人税又は所得税 

千円 

事業税 

千円 

主たる取引

金 融 機 関 
 

工事管理者の住

所及び氏名 
 

役 

員 

略 

歴 

職   名 氏   名 
年 

齢 

在社

年数 
資格、免許、学歴、その他 

  歳 年  

  歳 年  

  歳 年  
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  歳 年  

宅 

地 

造 

成 

経 

歴 

工事の名称 工事施行者 
工事施行

場所 
面 積 

許 認 可

の 年 月

日 及 び

番 号 

着 工 及 び 

完 了 の 年 月 

   平方ﾒｰ

ﾄﾙ 

年 

月 日 

第    

号 

年 月着工 

年 月完了 

   平方ﾒｰ

ﾄﾙ 

年 

月 日 

第    

号 

年 月着工 

年 月完了 

   平方ﾒｰ

ﾄﾙ 

年 

月 日 

第    

号 

年 月着工 

年 月完了 

   平方ﾒｰ

ﾄﾙ 

年 

月 日 

第    

号 

年 月着工 

年 月完了 

 

注１ 法令による登録等の欄には、宅地建物取引業法による宅地建物

取引業者の免許、建築士法による建築士事務所の登録、建設業法

による建設業者の許可等について記入してください。 

２ この申告書には、次に掲げる書類を添付してください。                

(1) 最近の事業年度における国税（法人は法人税、個人は所得

税）の納税証明書（その１）又は（その３） 

(2) 市税滞納有無調査承諾書                           

(3) 法人の登記事項証明書（個人の場合は住民票） 

(4) 暴力団員等に該当しない旨の誓約書 

 
 

  歳 年  

宅 

地 

造 

成 

経 

歴 

工事の名称 工事施行者 
工事施行

場所 
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許 認 可

の 年 月

日 及 び

番 号 

着 工 及 び 

完 了 の 年 月 

   平方ﾒｰ

ﾄﾙ 

年 

月 日 

第    
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年 月着工 

年 月完了 

   平方ﾒｰ

ﾄﾙ 

年 
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年 月着工 

年 月完了 

   平方ﾒｰ

ﾄﾙ 

年 

月 日 

第    
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年 月着工 

年 月完了 

   平方ﾒｰ

ﾄﾙ 

年 

月 日 

第    

号 

年 月着工 

年 月完了 

 

注１ 法令による登録等の欄には、宅地建物取引業法による宅地建

物取引業者の免許、建築士法による建築士事務所の登録、建設

業法による建設業者の許可等について記入してください。 

２ この申告書には、次に掲げる書類を添付してください。               

(1) 前年度に係る法人税又は前年に係る所得税の納税証明書 

(2) 市税滞納有無調査承諾書                           

(3) 法人の登記事項証明書（個人の場合は住民票） 

                   

 

 


